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宇陀市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び水質の汚濁並びに災害の発生の

防止に関する条例施行規則 
                         平成１９年８月２９日 
                             規則第４７号 

（趣旨） 
第１条 この規則は、宇陀市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び水質の汚濁並び 
に災害の発生の防止に関する条例（平成１９年宇陀市条例第３５号。以下「条例」 
という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 
第２条 この規則における用語の意義は、条例において使用する用語の例による。 
 （安全基準） 
第３条 条例第７条第１項に規定する安全基準は、別表第１及び別表第２の項目の欄

に掲げる区分に応じ、当該の基準値の欄に定めるとおりとする。 
２ 前項の安全基準に適合しているかどうかは、別表第１及び別表第２の項目に掲げ

る区分ごとに、当該項目に係る土砂等の汚染の状況を把握できると認められる場所

において試料を採取し、それぞれ同表の測定方法の欄に掲げる方法により測定した

測定値により判断するものとする。ただし、発生元及び搬入経路が明白で、かつ、

土壌汚染のおそれがないと判断される場合は、この限りでない。 
（事前協議） 

第４条 条例第１１条第１項の規定による許可を受けようとする事業主は、当該許可 
の申請前に、別に定める書類及び図面を提出し、市長に協議しなければならない。 
（特定事業の許可申請） 

第５条 条例第１１条第１項の規定による許可を受けようとする事業主は、特定事業

許可申請書（様式第１号）に次に掲げる書類及び図面のうち、市長が必要と認める

ものを添付して、市長に申請しなければならない。 
（１） 特定事業計画書（様式第２号又は様式第３号） 
（２） 登記事項証明書及び公図の写し 
（３） 事業主と土地所有者等との土地の埋立て等に関する契約書（土地所有者等

が事業主の場合は不要） 
（４） 事業主の住民票（事業主が法人の場合は当該法人に係る登記事項証明書及

び印鑑証明書、事業主が外国人の場合は外国人登録原票記載事項証明書） 
（５） 特定事業に使用される土砂等の土壌検査の試料とした土砂等を採取した地

点の位置図及び現場写真並びに第１６条第２項の規定による試料ごとの検査

試料採取調書（様式第１６号）及び土壌分析結果証明書（様式第１７号） 
ただし、検査試料採取調書及び土壌分析結果証明書については、土壌汚染

対策法に基づく指定調査機関並びに計量法（平成４年法律第５１号）第１２

２条第１項の規定により登録された計量士のうち濃度に係る計量士（以下「環

境計量士」という。）が発行したものに限る。 
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（６） 位置図（縮尺１０，０００分の１） 
（７） 土砂等の搬入及び搬出経路図（縮尺１０，０００分の１以上２，５００分

の１以下） 
（８） 現況平面図及び縦横断面図（縮尺５００分の１以上５０分の１以下） 
（９） 計画平面図及び縦横断面図並びに土留図（縮尺５００分の１以上５０分の

１以下） 
（１０） 土量計算書 
（１１） 現況排水平面図及び縦横断面図（縮尺５００分の１以上５０分の１以下） 
（１２） 計画排水平面図及び縦横断面図並びに構造図（縮尺５００分の１以上５

０分の１以下） 
（１３） 沈砂池及び調整池の平面図並びに構造図（縮尺５００分の１以上５０分

の１以下） 
（１４） 流量計算書 
（１５） 放流同意書（水利関係者等） 
（１６） 道路及び水路境界確定書の写しその他の官有地の境界明示確定書の写し 
（１７） 道路及び水路占用許可書の写し 
（１８） 他法令の許可又は届出を必要とする場合は、当該許可書 
（１９） 当該特定事業に係る事前協議済書の写し 
（２０） 土地所有者及び所有権以外の権利者の同意書及び印鑑登録証明書 
（２１） 事業主及び工事施工者の資力、信用に関する調書 
（２２） 地元の同意書（自治会長・総代等） 
（２３） 事業区域隣接地の同意書 
（２４） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類及び図面 

２ 前項に規定する書類及び図面のうち構造及び排水に関するものは、事業区域が１

万平方メートル以上２０万平方メートル未満の場合にあっては都市計画法施行規則

（昭和４４年建設省令第４９号）第１９条第１号に定める資格を有する者が、２０

万平方メートル以上の場合にあっては同条第２号の資格を有する者が作成したもの

でなければならない。 
 （公共的団体の範囲） 
第６条 条例第１１条第１項第３号に規定する規則で定めるものが行う事業は、次に 
掲げるものとする。 
（１）宇陀市土地開発公社 
（２）宇陀市森林組合 
（３）室生村森林組合 
（４）独立行政法人水資源機構 

 （工事施工者の届出） 
第７条事業主は、当該特定事業に係る工事施工者を定めたときは、特定事業工事施工 
者届出書（様式第４号）により、当該特定事業の工事を着手する前に市長に届け出 
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なければならない。 
 （氏名等の変更届出） 
第８条 事業主は、その氏名若しくは名称又は住所若しくは所在地に変更があったと

きは、変更のあった日から１０日以内に氏名等変更届出書（様式第５号）により市

長に届け出なければならない。 
（施工基準） 

第９条 条例第１２条第２項に規定する規則で定める施工基準は、別表第３のとおり

とする。 
 （許可又は不許可の決定） 
第１０条 市長は、第５条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、

特定事業許可（不許可）決定通知書（様式第６号）により事業主に通知するものと

する。 
 （変更許可申請等） 
第１１条 条例第１３条本文の規定による許可に係る事項の変更の許可を受けようと

する事業主は、あらかじめ特定事業変更許可申請書（様式第７号）にその内容を示

す第５条第１項各号に掲げる書類及び図面のうち、市長が必要と認めるものを添付

して、市長に申請しなければならない。 
２ 市長は、前項の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、特定事業

変更許可（不許可）決定通知書（様式第８号）により事業主に通知するものとする。 
（変更の許可を要しない軽微な変更） 

第１２条 条例第１３条ただし書に規定する規則で定める軽微な変更は、事業許可を

受けた工事施工期間の変更で、その日数が許可を受けた日数の１０分の１を超えな

いものとする。 
（土砂等の搬入の届出） 

第１３条 条例第１４条の規定による届出は、土砂等の量が５，０００立方メートル

までごとに、土砂等搬入届（様式第９号）を提出して行わなければならない。 
２ 条例第１４条本文の規定による当該採取場所から採取された土砂等であることを

証するために必要な書面で規則に定めるものは、当該土砂等の採取場所の責任者が

発行した土砂等発生元証明書（様式第１０号）とする。 
３ 条例第１４条ただし書の規定による当該土砂等が安全基準に適合していることを

証するために必要な書面で規則に定めるものは、搬入しようとする土砂等に係る検

査試料採取調書（様式第１６号）及び土壌分析結果証明書（様式第１７号）とする。 
４ 前項の搬入しようとする土砂等に係る土壌分析結果証明書を作成するために行う

当該土砂等の土壌分析は、別表第１の項目の欄に掲げる安全基準の区分ごとに、そ

れぞれ同表の測定方法の欄に掲げる測定方法により行わなければならない。 
５ 条例第１４条第２号の規定による当該採取場所から採取された土砂等であること

を証するため必要な書面で規則に定めるものは、当該土砂等に係る売渡証明書その

他当該土砂等を譲渡したことを証する書面とする。 
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（土砂等の量等の報告） 
第１４条 条例第１５条の規定による報告は、特定事業を開始した日から６月ごとに

当該６月を経過した日から７日以内（特定事業を廃止し、若しくは中止し、又は完

了したときは、条例第１９条第１項又は条例第２０条第２項の規定による届出のと

き）に特定事業状況報告書（様式第１１号）を提出しなければならない。 
２ 特定事業が一時たい積事業である場合にあっては、条例第１５条の規定による報

告は、前項の規定にかかわらず、特定事業を開始した日から３月ごとに当該３月を

経過した日から７日以内（特定事業を廃止し、若しくは中止し、又は完了したとき

は、条例第１９条第１項又は条例第２０条第２項の規定による届出のとき）に一時

たい積事業状況報告書（様式第１２号）を提出しなければならない。 
（水質検査） 

第１５条 条例第１６条第１項の規定による水質検査は、特定事業を開始した日から

６月ごと（条例第１９条第１項の規定による完了の届出又は条例第２０条第２項の

規定による廃止若しくは中止の届出を行った場合にあっては、市長の指定する期日）

に、市長の指定する職員の立会いの上、試料を採取し、環境大臣が定める排水基準

に係る検定方法（昭和４９年環境庁告示第６４号）に定める測定方法により行わな

ければならない. 
（土壌検査） 

第１６条 土壌検査は、次に掲げる区分により行わなければならない。 
（１） 第５条第１項第５号の規定による特定事業に使用される土砂等の土壌検査

は、土砂等の採取場所ごとに行わなければならない。 
（２） 条例第１６条第２項の規定による土砂等の土壌検査は、市長が指定する期

日に、市長の指定する職員の立会の上、行わなければならない。 
２ 土壌検査は、次に掲げる方法によらなければならない。 
（１） 土壌検査は、次の表の左欄に掲げる土砂等の採取場所及び事業区域の面積に

応じ、それぞれ同表右欄に定める数以上の区域に等分して行うこと。 
３，０００平方メートル未満 １ 
３，０００平方メートル以上１０，０００平

方メートル未満 
２ 

１０，０００平方メートル以上２０，０００

平方メートル未満 
３ 

２０，０００平方メートル以上３０，０００

平方メートル未満 
４ 

３０，０００平方メートル以上 以降１０，０００平方メ

ートル増すごとに１を加

算した数 
（２） 土壌検査のための試料とする土砂等の採取は、前号の規定により区分された

区域の中央点及び当該中央点を交点に直角に交わる２直線上の当該中央地点
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を起点として５メートルから１０メートルまでの４地点（当該地点がない場合

にあっては、中央地点を交点に直角に交わる２直線上の当該中央点と当該区域

の境界との中間の４地点）の土壌について行うこと。 
（３） 前号の規定により採取する土砂等は、それぞれの採取地点において等量とし、

採取後、第１号の規定により区分された区域ごとに混合し、それぞれの区域ご

とに１試料とすること。ただし、市長が承認した場合にあっては、市長が定め

るところにより第１号の規定により区分された複数の区域から採取された土

砂等を混合し、１試料とすることができる。 
（４） 土壌検査は，前号の規定により作成された試料について、別表第１の項目に

掲げる区分ごとに、それぞれ同表の測定方法の欄に掲げる測定方法により行う

こと。 
 （水質検査及び土壌検査等の報告） 
第１７条 水質検査による報告は、特定事業を開始した日から６月ごとに当該６月を

経過した日から７日以内（条例第１９条第１項の規定による完了の届出又は条例第

２０条第２項の規定による廃止の届出を行った場合にあっては、市長が別に指定す

る期日まで）に特定事業排水等検査報告書（様式第１３号）に次の各号に掲げる書

類及び図面を添付して行わなければならない。 
 （１） 検査に使用した試料を採取した地点の位置図及び現場写真 
（２） 第１５条の規定により採取した試料の検査試料採取調書（様式第１６号） 

及び水質検査結果証明書（環境計量士の発行したものに限る。）（様式第１４ 
号） 

２ 土壌検査による報告は、特定事業土壌検査報告書（様式第１５条）に次の各号に 
掲げる書類及び図面を添付して行わなければならない。   

 （１） 検査に使用した土砂等を採取した地点の位置図及び現場写真 
（２） 第１６条の規定により採取した試料ごとの検査試料採取調書（様式第１６ 

号）及び土壌分析結果証明書（環境計量士の発行したものに限る。）（様式第 
１７号） 

（標識の設置） 
第１８条 条例第１８条に規定する規則で定める標識は、特定事業掲示板（様式第１

８号）及び危険防止表示板（様式第１９号）とする。 
（特定事業の完了報告） 

第１９条 条例第１９条第１項に規定する特定事業の完了報告は、土砂等による特定

事業完了報告書（様式第２０号）により行うものとする。 
２ 市長は、前項の規定による報告を受けたときは、当該特定事業が許可基準に適合

しているか否かを確認し、適合していると認めるときは、特定事業完了検査済書（様

式第２１号）により事業主に通知するものとする。 
（特定事業の中止、廃止又は再開の届出） 

第２０条 条例第２０条第２項及び第４項に規定する特定事業の中止、廃止又は再開
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の届出は、特定事業中止・廃止・再開届出書（様式第２２号）により行うものとす

る。 
（許可の承継届） 

第２１条 条例第２１条第２項に規定する許可の承継の届出は、特定事業許可承継届

出書（様式第２３号）により行うものとする。 
（改善勧告） 

第２２条 条例第２２条に規定する改善勧告は、改善勧告書（様式第２４号）により

行うものとする。 
（改善命令） 

第２３条 条例第１９条第２項、条例第２０条第３項又は条例第２３条に規定する改

善命令は、改善命令書（様式第２５号）により行うものとする。 
（停止命令） 

第２４条 条例第２４条に規定する工事停止命令は、工事停止命令書（様式第２６号）

により行うものとする。 
 （原状回復等の命令） 
第２５条 条例第２５条に規定する原状回復等の命令は，措置命令書（様式第２７号）

により行うものとする。 
 （許可の取消し） 
第２６条 条例第２８条に規定する許可の取消しは，特定事業許可取消書（様式第２

８号）により行うものとする。 
 （身分証明書） 
第２７条 条例第３２条第２項に規定する身分を示す証明書は、身分証明書（様式第

２９号）によるものとする。 
（公表の方法） 

第２８条 条例第３４条に規定する公表は，市の広報紙への掲載その他の方法により

行うものとする。 
 （その他） 
第２９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この規則は、平成１９年１０月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ 条例附則第３項の規定による届出を行う事業主は、土砂埋立て等届出書（様式第

３０号）に第５条第１項に掲げる書類及び図面のうち市長が必要と認めるものを添

付しなければならない。 
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別表第１（第３条関係）        

                  

水 質 に 係 る 安 全 基 準 

                  

項   目 基 準 値 測  定  方  法  

カドミウム 0.01mg/ｌ以下 日本工業規格（以下「規格」という。）K0102  55 に定める方法、昭和 46.環告第 59 号付表１ 

全シアン 不検出 規格 K0102 の 33 に定める方法（38.1.1 の方法を除く） 

昭和 49.環告第 64 号付表１に掲げる方法 

有機リン 不検出 
規格 K0102 の 31.1 のｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ法以外のもの 

鉛 0.01mg/ｌ以下 規格 K0102 の 54 に定める方法、昭和 46．環告第 59 号付表１に掲げる方法 

六価クロム 0.05mg/ｌ以下 規格 K0102 の 65.2 に定める方法、昭和 46．環告第 59 号付表１に掲げる方法 

砒     素 0.01mg/ｌ以下 規格 K0102 の 61 に定める方法、昭和 46．環告第 59 号付表１に掲げる方法 

総水銀 0.0005mg/ｌ以下 昭和 49.環告第 59 号付表 3 に掲げる方法 

アルキル水銀 不検出 昭和 49.環告第 59 号付表 4、昭和 49. 環告第 64 号付表 4 に掲げる方法 

ＰＣＢ 不検出 昭和 49.環告第 59 号付表 5 に掲げる方法 

ジクロロメタン 0.02mg/ｌ以下 規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.2 に定める方法 

四塩化炭素 0.002mg/ｌ以下 規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1、5.5 に定める方法 

1,2－ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.004mg/ｌ以下 規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.3.2 に定める方法 

1,1－ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.02mg/ｌ以下 規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.2 に定める方法 

ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.04mg/ｌ以下 規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.2 に定める方法 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ   1mg/ｌ以下 規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1、5.5 に定める方法 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.006mg/ｌ以下 規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1、5.5 に定める方法 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.03mg/ｌ以下 規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1、5.5 に定める方法 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01mg/ｌ以下 規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1、5.5 に定める方法 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.002mg/ｌ以下 規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.1 に定める方法 

チウラム 0.006mg/ｌ以下 昭和 46.環告第 59 号付表 6 に掲げる方法 

シマジン 0.003mg/ｌ以下 昭和 46.環告第 59 号付表 7 第 7 第 1、第 2 に掲げる方法 

チオベンカルブ 0.02mg/ｌ以下 昭和 46.環告第 59 号付表 7 第 7 第 1、第 2 に掲げる方法 

ベンゼン 0.01mg/ｌ以下 規格 K0125 の 5.1、5.2 に定める方法、又は 5.3.2 に定める方法 

セレン 0.01mg/ｌ以下 規格 K0102 の 67.2 に定める方法又は 67.3 に定める方法、昭和 46.環告第 59 号付表 2 

銅 0.01mg/ｌ以下 規格 K0102 の 52 に定める方法、昭和 49.環告第 64 号付表 3 に掲げる方法 

ホウ素 1mg/ｌ以下 規格 K0102 の 47.1、47.3 に定める方法、 昭和 46.環告第 59 号付表 7 に掲げる方法 
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ふっ素 0.8mg/ｌ以下 規格 K0102 の 34.1 に定める方法、昭和 46.環告第 59 号付表 6 に掲げる方法 

硝酸性窒素 10mg/ｌ以下 規格 K0102 の 43.2.1、43.2.3 に定める方法   

亜硝酸性窒素 10mg/ｌ以下 規格 K0102 の 43.１に定める方法   

浮遊物質量   昭和 46.環告第 59 号付表 8 に掲げる方法   

水素ｲｵﾝ濃度指数 4.0 以上９．０以下 規格 12.1 に定める方法   
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別表第２(第３条、第１３条、第１６条関係）       

                 

土 壌 に 係 る 安 全 基 準 

                 

項  目 基 準 値 測    定    方    法 

カドミウム 0.01mg 以下 
日本工業規格（以下「規格」という。）K0102 の 55 に定める方法、昭和 46．環告第

59 号付表１ 

全シアン 不検出 規格 K0102 の 33 に定める方法（38.1.1 の方法を除く） 

昭和 49.環告第 64 号付表１に掲げる方法 
有機リン 不検出 

規格 K0102 の 31.1 のｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ法以外のもの 

鉛 0.01mg 以下 規格 K0102 の 54 に定める方法、昭和 46．環告第 59 号付表１に掲げる方法 

六価クロム 0.05mg 以下 規格 K0102 の 65.2 に定める方法、昭和 46．環告第 59 号付表１に掲げる方法 

砒     素 0.01mg 以下 規格 K0102 の 61 に定める方法、昭和 46．環告第 59 号付表１に掲げる方法 

総水銀 0.0005mg 以下 昭和 49.環告第 59 号付表 3 に掲げる方法 

アルキル水銀 不検出 昭和 49.環告第 59 号付表 4、昭和 49.環告第 64 号付表 4 に掲げる方法 

ＰＣＢ 不検出 昭和 49.環告第 59 号付表 5 に掲げる方法 

ジクロロメタン 0.02mg 以下 規格 K0125 5.1、5.2、5.3.2 に定める方法 

四塩化炭素 0.002mg 以下 規格 K0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1、5.5 に定める方法 

1,2－ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.004mg 以下 規格 K0125 5.1、5.2、5.3.1、5.3.2 に定める方法 

1,1－ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.02mg 以下 規格 K0125 5.1、5.2、5.3.2 に定める方法 

ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.04mg 以下 規格 K0125 5.1、5.2、5.3.2 に定める方法 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 1mg 以下 規格 K0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1、5.5 に定める方法 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.006mg 以下 規格 K0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1、5.5 に定める方法 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.03mg 以下 規格 K0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1、5.5 に定める方法 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01mg 以下 規格 K0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1、5.5 に定める方法 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.002mg 以下 規格 K0125 5.1、5.2、5.3.1 に定める方法 

チウラム 0.006mg 以下 昭和 46.環告第 59 号付表 6 に掲げる方法 

シマジン 0.003mg 以下 昭和 46.環告第 59 号付表 7 第 7 第 1、第 2 に掲げる方法 

チオベンカルブ 0.02mg 以下 昭和 46.環告第 59 号付表 7 第 7 第 1、第 2 に掲げる方法 

ベンゼン 0.01mg 以下 規格 K0125 の 5.1、5.2、5.3.2 に定める方法 

セレン 0.01mg 以下 規格 K0102 の 67.2 に定める方法、昭和 46.環告第 59 号付表 2 に掲げる方法 

ふっ素 0.8mg 以下 規格 K0102 の 34.1 に定める方法、昭和 46.環告第 59 号付表 6 に掲げる方法 

ホウ素 1mg 以下 規格 K0102 の 47.1、47.3 に定める方法、昭和 46.環告第 59 号付表７に掲げる方法
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農 用 地 砒素 15mg/kg 以下 昭和 50.総令第 31 号第１条第 3 項及び第 2 条 

含 有 

試 験 
田に限る 銅 125mg/kg 以下 昭和 47.総令第 66 号第１条第 3 項及び第 2 条 

  

      
液体の性状 形状 色 

    
におい 
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別表３（第９条関係） 
 
施工基準 
 第１ 共通基準 
１ 周辺対策 
（１） 事業の施工にあたっては、粉塵、騒音、振動、土砂の流出等の防止対策

を講じ、周辺の生活環境を損なわないようにすること。 
（２） 事業区域周辺の農地（農作物を含む。）、山林保全、自然環境等、被害を

起こさないよう適切な処置を講ずること。 
（３） 道路等に損傷を与えた場合は、直ちに補修し、原状に復すること。 
（４） 事業区域内より、車両のタイヤ等による道路への土砂の巻き出しを防止

するための設備を設けること。また、道路へ飛散した土砂等は、直ちに清

掃すること。 
（５） 事業区域内への不法投棄を防止するような適切な措置を講ずること。 

 ２ 作業時間 
（１） 作業時間は、原則として午前８時から午後５時までとすること。 
（２） 日曜日、祝日及び年末年始は、原則として作業を中止すること。 

 ３ 交通対策 
  （１） 搬入及び搬出路については、あらかじめ市及び警察署と協議すること。 
  （２） 搬入及び搬出路が通学路に指定されている場合は、関係機関と協議し、

登校時間帯における搬入及び搬出車両の通行禁止等必要な措置を講ずるこ

と。 
  （３） その他関係機関と協議し、交通安全対策について必要な措置を講ずるこ

と。 
 ４ 安全対策 

（１） 事業区域内にみだりに人が立ち入るのを防止することのできる囲いを設

けること。 
（２） 出入口は、原則として一箇所とし、施錠できる構造とすること。 

  （３） 囲いの構造は、容易に転倒、破壊されないものとし、容易に内部が確認

できるものとすること。 
 ５ 事故対策 

（１） 市民の生命及び財産に対する危害、迷惑を防止するため、必要な措置を 
講ずること。 

（２） 工事施工中、工事の実施に影響を及ぼす事故、人身に損傷を生じた事故 
又は第三者に損害を与えた事故が発生したときは、応急処置等の必要な措 
置を講ずるとともに、事故発生の原因及び経過、事故による被害の内容等 
について遅滞なく報告すること。 

 ６ 防災対策 
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（１） 工事中は、現場責任者を常駐させ、災害防止に努めること。 
（２） 万一災害が発生した場合は、責任をもって解決にあたること。 

 ７ 緑化対策 
   工事完了後、必要に応じて現況地目に即した植栽を行うこと。 
 ８ 騒音対策 
   騒音規制法(昭和４３年法律第９８号)第１４条に基づく措置を講ずること。 
   特定建設作業    

バックホウ 原動機の定格出力 ８０ｋｗ以上 
トラックターショベル 原動機の定格出力 ７０ｋｗ以上 
ブルドーザ 原動機の定格出力 ４０ｋｗ以上 

    （いずれも低騒音型建設機械を除く。） 
 ９ 記録・写真 
   工事全般にわたって、工事着手前、中間、完了等それぞれの時点で写真撮影を

行い、編集して工事完了時に提出すること。 
 
第２ 技術基準 

１ 共通事項 
 （１） 埋立て及び盛土工又は切土工によって、原則として現況の流域を変更して

はならない。 
 （２） 埋立て及び盛土に先立って草木等があるときは、すべて伐採すること。 
（３） 工事の順序としては、放流先排水工、下流への被害防除施設沈砂池及び土

留工等の防災工事を先行し、埋立て及び盛土等の行為は、下流に対する安全

を確認したうえ、実施すること。 
 （４） 工事を施工するときは、この技術基準によるほか、必要に応じて宅地造成

等規制法技術基準及び開発許可制度等に関する審査基準を準用すること。 
（５） 農地造成の技術基準については、別途協議すること。 

２ 埋立て及び盛土工 
 （１） 埋立て及び盛土の斜面勾配は、３０度以下とすること。 
 （２） 埋立て及び盛土工事に際しては、敷均しを行い、十分転圧して締め固める

こと。 
 （３） 埋立て及び盛土の構造は，次に示す構造とすること。 
    ア 法面の侵食防止のために直高５メートルごとに幅２メートル以上の小段

を設け、排水溝を設置すること。 
    イ 法面は、必ず植生工、法枠工等で処理するものとし、裸地で残してはな

らない。 
    ウ 法面の末端が流水に接触する場合は、盛土の高さにかかわらず、永久構

造物により法尻を処理しなければならない。 
    エ 盛土のすべりを防止するとともに、盛土内の地下水位の低減を図るため、



ふとん籠又はこれにかわる透水性のよい排水層を設けること。 
（４）盛土と地山間には、雨水等が貯留されないような窪地を残してはならない。 

 （５） 斜面状の地盤の上に盛土をするときは、原則として段切りを設け、盛土の

滑動を防ぐようにしなければならない。 
（６） 埋立て及び盛土の高さは、原則として１５メートル以下とする。ただし、

谷部等でやむを得ず１５メートルを超える場合は、所定の安全度が得られる

ような適切なすべり防止策、排水対策等を講じなければならない。 
３ 切土工 
（１） 切土法面の勾配は、原則として次表によること。 

 軟  岩 

（風化の著しいものを除く。） 

風化の著しい岩 砂利、真砂土、硬質粘土 

その他これに類するもの 

１：０．５８ 
がけの下端   

 
 

 ６０°以下 
 

１：１．１９ 
がけの下端 

 
 

 ４０°以下 
 

１：１．４３ 
がけの下端 

 
 

    ３５°以下 
 

（２） 高さ５メートル以上になる切土の場合は、５メートルごとに幅２メートル

以上の小段を設け、高さ２０メートルごとに幅３メートル以上の大段を設け

ることを原則とする。 
 （３） 法面保護工は、植生可能な法面では、原則として植生工を行う。植生に適

さない法面又は植生工のみでは、安定が保てない法面においては、構造物等

による保護工を行うこと。また、法面保護工に併わせて法面排水溝を設ける

こと。 
４ 一時たい積工 
 （１） 粉塵が飛散するおそれのあるものについては、必要な措置を講ずること。 
 （２）たい積工の高さは、安全が確保されたときでも５メートル以下とすること。 
 （３） 事業場の隣接地と事業区域との間に次の表の左欄に掲げる事業区域の面積 

の区分に応じ当該右欄に定める幅の保安距離を設けること。 
３，０００平方メートル未満 ２メートル以上 
３，０００平方メートル以上５，０００平方メー

トル未満 
４メートル以上 

５，０００平方メートル以上１０，０００平方メ

ートル未満 
６メートル以上 

１０，０００平方メートル以上３０，０００平方

メートル未満 
１０メートル以上 

３０，０００平方メートル以上５０，０００平方

メートル未満 
１４メートル以上 
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５０，０００平方メートル以上１００，０００平

方メートル未満 
１８メートル以上 

１００，０００平方メートル以上１５０，０００

平方メートル未満 
２４メートル以上 

１５０，０００平方メートル以上２００，０００

平方メートル未満 
２７メートル以上 

２００，０００平方メートル以上 ３０メートル以上 
（４） 法面勾配は３０度以下とするが周囲の状況によっては、土砂等が崩壊しな

い程度とすることができる。 
５ 排水工 
 （１） 法面には、侵食、崩壊、土砂流出等の防止のために次に示す各対策を施さ

なければならない。 
   ア 法面以外からの表面水や湧水が法面を流下するおそれのある場所には、排

水溝を設けて表面水が法面を崩すおそれのないようにしなければならない。 
   イ 法面の各小段には、法面を流下する雨水を処理することができる排水溝を

設けなければならない。 
   ウ 法面の各小段に設けた排水溝により集められた雨水を法尻に導くため、縦

排水溝を流下能力に見合った間隔で法面に添わせて設けなければならない。 
   エ 各排水溝が、他の排水溝と合流する箇所、勾配の変化する箇所又は流れの

方向が急変する箇所には、必ず桝を設けなければならない。 
（２） 埋立て及び盛土により谷筋を埋立てる場合には，地下排水溝を設置しなけ 

ればならない。 
６ 放流先、災害防除施設（調整池等） 
 （１） 区域内に設置する排水施設の放流先は、河川その他の公共の用に供してい

る排水施設としなければならない。 
 （２） 放流先の排水能力、整備の状況から判断して、当該施設の管理者が適切で

ないと認める場合は、放流接続位置を変更し、又は下流への災害防除に必要

な貯留施設、揚排水施設等の適切な位置に設置しなければならない。 
 （３） 農業用水路に接続する場合は、その管理者の同意を得なければならない。 
７ 調整池 
  大和川流域においては、事業区域面積が５，０００平方メートル以上の場合その

他の河川流域については、１０，０００平方メートル以上の事業については、必要

に応じて調整池を設置すること。 
８ 沈砂池 
 （１） 事業区域面積にかかわらず、工事中の土砂流出、汚濁防止のために行為区

域内に沈砂池を設置すること。 
  （２） 事業後の沈砂池は、治水上の悪影響が認められなくなるまで存置すること。 
９ 土留工 
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 （１） 土留工は、鉄筋コンクリート、無筋コンクリート、練石積、コンクリート

ブロック練積等の堅固なものとしなければならない。 
 （２） 練石積造擁壁（コンクリートブロック練積造擁壁を含む。）は、地表高さを

５メートル以下とし、コンクリート構造の擁壁は、原則として躯体高さを１

０メートル未満とすること。 
（３） 練石積造又はコンクリートブロック練積造の構造は、土質に応じて決定す

ること。 
 （４） 鉄筋コンクリート又は無筋コンクリートの擁壁の構造は、構造計算によっ

てその安全性を確かめること。 
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様 式 一 覧 表 
 

様式第 １号 （第５条関係） 特定事業許可申請書 
様式第 ２号 （第５条関係）一般 特定事業計画書 
様式第 ３号 （第５条関係）一時たい積 特定事業計画書 
様式第 ４号 （第７条関係） 特定事業工事施工者届出書 
様式第 ５号 （第８条関係） 氏名等変更届出書 
様式第 ６号 （第１０条関係） 特定事業許可・不許可決定通知書 
様式第 ７号 （第１１条関係） 特定事業変更許可申請書 
様式第 ８号 （第１１条関係） 特定事業変更許可・不許可決定通知書

様式第 ９号 （第１３条関係） 土砂等搬入届 
様式第１０号 （第１３条関係） 土砂等発生元証明書 
様式第１１号 （第１４条関係） 特定事業状況報告書 
様式第１２号 （第１４条関係） 一時たい積事業状況報告書 
様式第１３号 （第１７条関係） 特定事業排水等検査報告書 
様式第１４号 （第１７条関係） 水質検査結果証明書 
様式第１５号 （第１７条関係） 特定事業土壌等検査報告書 
様式第１６号 （第 5 条、第１３条、第１７条関係） 検査試料採取調書 
様式第１７号 （第 5 条、第１７条関係） 土壌分析結果証明書 
様式第１８号 （第１８条関係） 特定事業掲示板 
様式第１９号 （第１８条関係） 危険防止表示板 
様式第２０号 （第１９条関係） 特定事業完了報告書 
様式第２１号 （第１９条関係） 特定事業完了検査済書 
様式第２２号 （第２０条関係） 特定事業中止廃止再開届出書 
様式第２３号 （第２１条関係） 特定事業許可承継届出書 
様式第２４号 （第２２条関係） 改善勧告書 
様式第２５号 （第２３条関係） 改善命令書 
様式第２６号 （第２４条関係） 工事停止命令書 
様式第２７号 （第２５条関係） 措置命令書 
第様式２８号 （第２６条関係） 特定事業許可取消書 
様式第２９号 （第２７条関係） 身分証明書 
様式第３０号 （附則第２項関係） 土砂埋立て等届出書 

 


